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はじめに
　小稿の課題は，1960年代から80年代に展開された産地織物業に対する構造改善事業の歴史的
役割を検証することである。この時期に日本の繊維産業のピークがあり，この時期を境に生産量
は減少局面に入り，輸出入では入超という逆転が生じている。「なぜ，これほど弱くなってしまっ
たのか」と著書のタイトルで表現されるほど劇的な変化だったと言える（D。そのことは産地織物
業にも表れており，地域経済の産業的基盤という地位が大きく後退していった。繊維産業に対す
るこの時期の構造改善事業は，国際競争力強化を名目とした特定繊維工業構造改善臨時措置法（＝
特繊法，1967年公布）に基づく事業と，繊維工業構造改善臨時措置法（＝新繊維法，1974年公
布）に基づく事業に区別されうる。小稿では1984年新繊維法改正（繊維工業審議会・産業構造
審議会の答申，「新しい時代の繊維産業のあり方」に基づく法改正）までの事業を対象に検討す
る。80年代後半に，繊維及び繊維製品の輸出入のギャップが一挙に広がり，この産業のあり方
についての抜本的見直しが必然化されたが，70－80年代にすでにそのような弱体化の諸要因が顕
在化していたように思われるからである。
　産地織物業は②，日本の地域経済の産業集積として，広範囲に存在した典型的産業集積であり，
戦前の経済発展の重要な担い手であったばかりか，戦後の経済復興・高度成長前期の重要な外貨
獲得産業であり，且つ又重要な地域経済の担い手でもあった。しかも，基本的生活物資の供給や
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伝統文化・ファッション文化の担い手として，今後の持続的展開が期待される産業領域でもある。
産地織物業は，川上に化学繊維製造・製糸・紡績・撚糸製造，川下にアパレル等の衣服・綱・網・
レース・その他の製品製造業があり，染織整理事業とともに中間に位置しており，伝統的に天然
繊維を扱う小規模経営の多い領域である。1967年の特繊法により，特定紡績・織布業の構造改
善が開始されるが，全国の主要織物産地の織布業が対象となっていた。織布分野の構造改善は，
産地の特性に合わせて産地組合が構造改革計画を策定し，通産大臣の認定を経て国からの助成を
受けつつスクラップ・アンド・ビルドを進めるというものであり，主として過剰織機の廃棄と新
鋭織機の一括購入・配備，小規模経営の集約化・グループ化による生産力向上・経営改善を目的
としていた。そのための所要資金の7割を中小企業振興事業団からの低利融資で賄うというもの
であった。
　ところで産業集積に着目する意義はどういうことか。第1に地域経済における市場の「競争原
理」に基づかない経済システムの有効性の検証という点である。1980年代の行革・民営化の推
進に続き，1990年代の「規制緩和」・「構造改革」論は，企業活動のグローバル化を背景に，市
場原理主義に基づく経済政策を本格的に促してきた。1999年の新中小企業基本法以降，中小企
業政策は従来使用されてきた「組織化」を「連携」に置き換えつつ市場原理主義に軸足を置いた
政策へと方向転換してきたように思われる。このような転換により，1995年の中小企業創造活
動促進法に象徴されるように，1980年代以降低下してきた新規産業創出力を高める目的もあっ
たと思われるが，そこでも競争原理の中で自助努力する企業を支援する点に力点が置かれていた。
しかし日本におけるモノづくりの重要拠点となってきた中小製造企業の集積地に注目すると，
「競争原理」よりも「共生原理」に導かれて中小企業群が維持されてきたという指摘もある。す
なわち，小川直登氏によると，中小製造企業の集積地では，「技術・技能の相互補完で複雑な受
発注関係」が形成され，そこでは「経済的非合理」を含めて，助け合い，「共生」しているとし
て，中小企業政策はグローバルな競争を前提とする大企業政策とは異なる原理，すなわちローカ
ル市場での共生の原理に基づく自立的発展を保証する政策が必要だとしている③。このような
「共生原理」が機能する場として産業集積を捉えることができるのではないか。
　第2に地域経済における「市場取引を超える経済合理性」の検証という点である。橘川武郎氏
は，中小企業を中心に形成された産地の産業集積研究の目的として，「市場取引を超える経済合
理性」の解明を指摘しているω。「市場取引を超える経済合理性」については，産業集積固有の
合理性，つまり競争による淘汰ではなく分業集積群の下での中小企業の継続性を生み出す柔軟性，
変化に対する柔軟性を強調している。産業集積は一般に，「相互に関連する多数の企業が中小企
業を中心として狭い地域に集中する社会現象」であり，特殊技能者の集積，補助産業の発生，素
早い技術波及等をもたらす活発な情報の交換と共有，生産・流通の両過程に跨る工程間分業・取
引のネットワークが形成されており，「市場取引を超える経済合理性を持つ社会システムとして，
産業競争力強化の基盤となることが期待されるもの」（5），あるいは「全体として個々の企業の単
純和を超えた効果・機能を持っている」⑥とされている。このような産業集積の経済合理性を実
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態に即して検証できれば，大企業ではなく中小企業を中心とした地域経済の構築に，新たな可能
性を見出しうるだろう。
　第3にグローバル化を前提とした産業集積の構築方法の検討という点である。伊丹敬之氏は，
東アジアにおける「産業集積としての日本列島」を展望し，産業集積論が「日本列島の上に将来
どのような産業群がどのような形で存在していけるか，という問題を考えるための思考の原点」
だとしている（T）。円高の進展とともに国内における「産業の空洞化」やかつての産業集積の衰退
が進行したのも事実である。リーマンショック以降の金融恐慌から脱却し，グローバル化を前提
とした地域経済の再建を志向しなければならない今日，日本が事業基地として選定され産業集積
として機能するためには，そのような産業集積の論理を実態に即して構築する必要がある。この
ような産業集積の解明にリンクする研究として，小稿を位置づけ，かつての織物産地における産
業集積の実態を解明したい。
　小稿では伝統的絹織物産地であった秩父地方を検討対象とする。埼玉県では，いち早く絹織物
産地の秩父と綿織物産地の所沢の2産地が構造改善事業を進めることとなり，秩父では秩父織物
商工組合が同事業の担い手として改組された。その事業に着目しながら，高度経済成長期最終局
面から開始された伝統的産業集積に対する構造改善事業の歴史的役割を解明してゆく。現代に至
る産地の状況を考慮すると，秩父地方は伝統的産地の衰退化の一典型といえる。その意味では構
造改善事業の限界や問題点の解明がこの事例では課題となるだろう。
1．戦後日本の繊維産業の推移
　繊維産業は繊維工業・繊維製品製造業・化学繊維製造業で構成されている。そのうちの織物業
は，大手紡績業兼営と各地に産地を形成した産地織物業がある。川上に化学繊維製造・製糸・紡
績・撚糸製造，川下にアパレル等の衣服・綱・網・レース・その他の製品製造業があり，染色・
整理事業とともに川中＝中間に位置しており，産地織物業は，伝統的に天然繊維を扱う小規模経
営の多い領域である。
　繊維産業は戦後，国民的需要と外貨獲得のための奨励政策，さらには朝鮮戦争による特需で急
速に回復に向かった。1951年には工業生産全体が戦前水準（1934～1936年平均）を凌駕し，
1955年には戦前・戦時の最高水準を凌駕した（8）。繊維産業全体も，1950年代後半には戦前水準
を凌駕している（9）。糸や織物の生産量，繊維類の貿易動向より，戦後の織物業の動向を概観して
おく。
　まず織物の原料となる紡績糸の生産量の推移を見ておこう。図1によると，紡績糸合計値は
1971年にピークを迎え（約159万トン），70年代前半に急減した後に漸減している。綿糸や羊毛
糸等の天然繊維糸及びスフ糸は1950年代までは急速に増加し，その後70年代初期まで微増ない
し停滞気味で，その後は漸減ないし停滞気味であった。いっぽう合成繊維糸は，50年代末より
伸びはじめ70年代初期をピークにその後は停滞気味であった。こうしてみると，1940年代から
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出所：各年『繊維統計年報』の数値を使用。
　　　　　　　　　　　　　　図1紡績糸生産量の推移
50年代には綿糸とスフ糸の伸び，60年代からは合成繊維糸の伸びによって紡績糸全体の増加が
もたらされ，70年代前半のそれぞれの減少と，それ以降の漸減ないし停滞が全体の停滞状況を
もたらしていることが分かる。これは寡占メーカーが支配的なこの領域では，紡績メーカーは
50年代より，合成繊維メーカーは60年代より海外への工場進出を開始していたためである。進
出先としては，まず韓国，台湾，東南アジア諸国，90年代には中国が顕著な地域となってい
る゜°）。大企業の経営戦略がストレートに反映されるこの領域では，60年代の人件費の上昇や，
70年代の変動相場制への移行と円高に符合して糸の国内生産量が減少していることが分かる。
　次に図2において織物生産の推移を見ておこう。織物生産合計値も1945年から1957年にかけ
て急速に上昇し，60年代には緩やかな上昇となり1970年にはピーク（77．5億m2）に達してい
る。それ以降は，第1次オイルショックと円高で急減するもののその後はある程度持ち直し，80
年代初頭まで停滞気味であったが，83年をピークに80年代後半には1950年代の水準まで低下
している。製品種類別に見た場合，当初は，綿織物が急伸して牽引しているが，1961年にすで
にピークに達し（33．8億m2），そのころから合成繊維織物が急上昇し始め，やがてこれが織物生
産全体をリードするようになっている。政府は合成繊維産業育成の方針を採り，東洋レーヨン
（東レ），倉敷絹織（クラレ），日本レイヨン（ユニチカ），大日本紡績（ユニチカ），三菱レイヨ
ン，帝人，旭化成等がナイロン，ビニロン，後にポリエステル，アクリル繊維等の生産を増強し
てゆく。その結果，1970年には綿織物を凌駕し製品別の首位を占めるようになるが，それ以前
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　　　　　　　　　　　　　　　図2　織物生産量の推移
のような急増は見られず1984年をピーク（32．9億m2）に下降し始めている。従って織物生産全
体は，1970年代には下降気味ではあるが合成繊維織物の上昇傾向により停滞状態に留まってい
たが，1980年代後半には急激な円高を背景として合成繊維織物の国内生産も急落してゆくため
に1950年代のレベルまで低下してしまったのである。ここに国内織物生産の明確な弱体化が見
て取れる。
　図3は輸出状況を示したものである。織物生産は国内需要を満たすのみならず，戦前同様外貨
獲得産業として，積極的に輸出に向けられた。特に重工業の回復・成長のためにも戦後復興期か
ら高度成長前期にかけては，輸出面で重要な役割を果たしている。綿織物の輸出については，
GHQがその輸出を最重点としたこともあって1946年に米綿，47年にはインド綿輸入が再開さ
れ，いち早く輸出が開始された。当初は綿織物及びスフ・人絹（同前）が輸出の中心を担ってい
るが，生産面での変化を反映して，1960年代後半より合成繊維織物（ナイロン，ビニロン，ポ
リエステル，アクリル等）が急増しはじあた。1967年以降は綿織物に替わって首位となり，国
内織物生産量中の推移とほぼ同じように71年には輸出繊維製品全体の首位となっている。そし
て織物中の合成繊維織物の比率は70年代初頭には約5割，80年代初頭には7割を占めるに至っ
ている。また，60年代後半より2次製品（衣類・レース・敷物等）の輸出も伸びているが，先
進国の輸出規制，円高，周辺東南アジア諸国の繊維産業の成長により伸び悩んでいる（’D。
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　　　　　　　　　　　　　　図3 織物・2次製品輸出価額の推移
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　　　　　　　　　　　　　図4 繊維及び同製品の貿易の推移
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　日本の繊維産業の問題点は，輸入動向と対比することにより鮮明となる。図4は繊維分野の輸
出入の推移を示したものだが，1973年に輸入が輸出を初めて上回り，80年代後半になるとその
ギャップが大きく広がっている。1970年代初頭まで輸入の中心は原料であったが，1973年には
繊維製品が急増し1978年には原料を上回り，80年代中期以降原料を突き放して輸入製品価額が
急速に伸びている。このような繊維製品輸入増加の主因は衣類輸入の増加である。1969年に衣
類は輸入品構成比で2割を超え，80年代には恒常的に5割以上となり，90年代には7割以上を
占めるようになる。原料でも中間財でもない完成品を中心とした衣類輸入の急増は，後で検討す
るように繊維産業の構造改善政策に大きな転換を引き起こしている。このような衣類の増加は，
各年の『通商白書』によると80年代前半までは韓国を筆頭とするアジア周辺諸国からの輸入で
あり，後半には中国が筆頭となっている。
　以上の検討より，1960年代後半から80年代にかけて日本の繊維産業に大きな転換が訪れてい
たことを確認できた。この時期に天然繊維糸生産量を合成繊維糸の生産量が凌駕し，代表的天然
繊維である綿織物を合成繊維織物生産量が凌駕している。そして70年代初頭に国内での紡績糸
生産量も織物生産量もピークに達し，それ以後下降してゆくことになる。もっとも象徴的事態は，
1973年の繊維品輸出国から輸入国への転換である。戦前・戦後を通じて繊維産業は日本の輸出
産業として重要な位置を占めていたが，これ以降外貨獲得の戦略産業から後退したと言える。そ
して1980年代後半になると衣料自体を明確に海外に依存する事態が生じたのである。国民生活
に不可欠の産業領域がもっぱら海外に依存する状態は好ましいものではないばかりか，伝統的織
物産地にとっては，産業の存立基盤に関わる事態であったがゆえに，さまざまな対策が講じられ
る。しかも以上のような製品輸入の増加，とりわけ衣類輸入の増加は繊維産業政策の転換にも反
映されることになる。次に，このような転換に対して政府が採用した繊維産業構造改善事業につ
いて検討する。
2．構造改善事業の目的
　まず構造改善事業の大筋を見ておこう。先進国との貿易摩擦から自主規制を強いられる一方で，
周辺途上国の経済成長により低価格商品の大量輸入が加速度的に進行し，日本の繊維産業の重要
な基盤である産地織物業を持続させるため，過剰生産の削減と競争力強化が政策として求められ
た。それが繊維産業の生産・流通の構造改革・改善事業であった。この構造改善事業は当初，
1967年から5年間の事業として開始されるが，準拠する法律の改正や改善課題の変更を伴いな
がらそれ以降も長期にわたって政策的には継続される。
　先行研究によると（12），1960～80年代にかけての構造改善政策は2段階に分けられる。第1段
階は特繊法を根拠とし，目的を，1．繊維産業の国際競争力の強化，2．国際分業と産業調整の促進
としており，そのための手段として①過剰設備の廃棄，②生産設備の近代化，③経営規模の適正
化＝拡大，④企業の集団化＝水平統合が推進されることになっていた。構造改善事業の対象とし
　8　　　　　　　　　　　　『明治大学国際日本学研究』第2巻第1号　　　　　　　　　　　　（8）
ては，当初の特定紡績・特定織布（綿・スフ・合成繊維・人絹・絹の各織物）に加え1969年よ
り特定染色・メリヤスの2業種が追加指定され，業種別・産地別にこれらの事業に取り組むもの
とされ，さらに1972年に当初計画が延長され1967～74年の事業とされた。この事業に対する援
助は，「繊維工業構造改善運動」の出資・債務保証，中小企業事業団・日本開発銀行・日本興業
銀行・日本長期信用銀行からの低利融資，政府の減免税であった。第2段階は新繊維法を根拠法
とし，目的を第1段階の第2目的であった「国際分業と産業調整の促進」のみとし，そのための
手段としては①新製品・新技術のためのR＆Dの強化，②設備の近代化，③生産規模と経営規模
の最適化，④企業の集約化＝垂直統合，⑤衣服業の振興，⑥転換（転廃業）の円滑化，⑦輸入の
秩序化が挙げられていた。しかも対象業種は特定せず，衣服業を含む繊維産業の全業種とされ，
第1期と同様の援助措置が講じられることになっていた。実施期間は，1979年以降ほぼ5年ご
とに延長され，90年代まで継続されてゆく。その過程で繊維工業審議会・産業構造審議会が各
時期における繊維産業のあり方について答申し，生産・流通政策の方向性を提示した。
　第1段階と第2段階の政策を対比した場合，第1期では国際競争力強化のため生産設備の近代
化や規模拡大・集約化が重視されているのに対し，第2段階では国内繊維産業の変貌・弱体化と
国際環境の変化に対応して，織布工程の生産能力増強のみならず市場に目を向けた知識集約型産
業への転換，川下のアパレル産業との連携が重視されたものへとシフトしている。90年代末に
はこのような繊維産業に限定された法律に基づく構造改善政策は終了し，中小企業一般の自立支
援政策の下で扱われるようになっている。
1）　第1段階の構造改善事業
　繊維産業の構造改善事業は1967年特繊法とともに始まるが，前述のとおり国際競争力強化の
ために設備の近代化と企業の集約化を図ることを目的としていた。設備近代化のためのスクラッ
プ・アンド・ビルドについては，すでにおこなわれていた過当競争抑制のための織機登録制と合
わせて実施される。過当競争抑制は，調整組合による操業短縮等で1950年代前半から見られた
が，織機を登録して生産設備を制限する方法もおこなわれていた。1956年に公布された繊維工
業設備臨時措置法（繊維旧法）は，生産過剰，輸出激増による貿易摩擦に対し，未登録の設備
（精紡機，織物幅出機，織機）の使用禁止・登録設備の使用制限，さらには需給予測に基づく過
剰設備買い上げをおこなうものであった（13）。しかし，天然繊維の伸びは予想以上に低く，逆に
合成繊維は著増したため設備過剰問題を解決できなかった。1961年に原綿・原毛の輸入自由化
が実施されると，原綿輸入割当による短期的需給調整も困難となる可能性があったので，1960
年には繊維旧法を改正し，繊維製品の需給状況に応じて過剰設備を「格納」し，無登録設備使用
制限を厳格化することにより調整を試みるが，「生産性の向上によって十分な効果を挙げられず」，
「設備過剰は慢性化」した（’4）。1964年公布の繊維工業設備等臨時措置法（繊維新法）は，繊維1日
法に替わって過剰設備を規制するものであり，設備の廃棄と「格納」によって需給調整を図るも
のであった。精紡機については廃棄した錘数の半分を新設に振り換えることを認めていたが，結
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果的には稼働錘数を増加させ，主要な糸の生産を急増させたため，繊維不況を一層深刻なものと
してしまった。また，当初懸案であった合成繊維の規制については，その担い手が「少数の大企
業からなる大規模な装置産業」であったことから，官民合同の化学繊維工業協調懇談会（1964
年10月設置）によって調整されることとなり，繊維新法の増外におかれた㈲。
　1967年公布の特定繊維工業構造改善臨時措置法（特繊法）は，繊維産業分野での国際競争を
考慮して，過剰設備廃棄のいっぽうで近代化を進めることにより構造改善を図ることを企図して
設定された。途中で期間が5年から7年に延期され1973年度を終了年度とした。紡績分野では，
現存の1，275万錘中の約300万錘が過剰という認識で，1968～69年だけで約79万錘が廃棄され
た。織布業では，産地組合が産地構造改革計画を策定し，通産大臣の認定を経て，国からの助成
を受けつつ主として過剰織機の廃棄と新鋭織機の一括購入・配備（スクラップ・アンド・ビルド），
小規模経営の集約化・グループ化による生産力向上・経営改善，商品・設備の開発，市場開拓等
を推進するものとされた。1968年度には36の産地組合（67年当初は28）が構造改善事業に取
り組むこととなり，「約42万台ある織機のうち，今後5年間で6万台強の過剰織機を含め17万
台の織機を廃棄し，11万台の新鋭織機をビルド」する（16）。そして，所要資金の7割を中小企業
振興事業団から低利融資され，設備を一括購入して組合員に買い取り予約付きでリースするとい
うものであった。埼玉県の場合は残り3割についても，県の融資制度や利子補給制度があり全額
借入でも改善に取り組むことができた。
　この時期に追加的に加えられた繊維産業救済策は，日米繊維交渉によりまとまった対米輸出自
主規制に対する補償政策である。1969年就任したニクソン大統領は，南部の繊維業者に対する
選挙公約として日本の対米繊維輸出規制を掲げており，沖縄返還交渉の場に持ち込まれてきたの
である。しかし繊維問題は簡単に決着せず，1971年8月にニクソン大統領は金・ドル交換停止
とともに10％の輸入課徴金，繊維製品輸入割当等のドル防衛政策を発表した。その後の政府間
交渉により同年10月には輸出自主規制の代わりに課徴金を適用除外とする日米繊維政府間協定
の覚書仮調印にこぎ着けた。このような繊維業界の「自主規制」に対しては，「糸を売って縄を
買った」と言われたが，政府はその代償として繊維業界に相当額の補助金や融資を取り組まざる
を得なくなったのである〔17）。
2）　第2段階の構造改善事業
　特繊法が，国際競争力強化を目的として設備近代化，企業集約化によるスケールメリット追及
に重点が置かれていたのに対し，新繊維法は1970年代の途上国繊維産業急成長と日本への輸出
急増（図4参照），先進諸国と日本の貿易摩擦，消費者ニーズの高度化により，「消費者ニーズへ
の的確な対応を軸とする繊維産業全体の知識集約化を指導理念」として，商品企画開発力強化・
高付加価値化のため繊維産業の垂直連携＝「縦型の構造改善」が進められた（18）。
　この新繊維法に結実する1973年の産構審繊維部会・繊維工業審議会合同部会答申では，70年
代繊維産業の基本方向は①労働集約型から知識集約型産業へ，②生産流通体制の整備・近代化，
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③国際協調産業指向等が謳われ，具体的には垂直統合や異業種グループ化による知識集約化，省
力化・合理化のための設備導入，情報処理体制整備，技術開発・指導推進，事業転換推進，海外
投資推進，繊維原料安定確保が謁われていた（19）。新繊維法第3条の基本指針では，①新商品又
は新技術の開発（「商品開発センター」の設置），②設備の近代化（共同施設事業），③生産又は
経営の規模・方式適正化（企業規模適正化事業），④取引関係の改善（原材料共同購入・製品共
同販売等の事業）等が含まれていた。
　さらにこの時期の急激な国際情勢の変化と国内繊維産業の落ち込みに対して，1976年12月に
繊維工業審議会総合部会政策小委員会専門委員会の報告を基に「新しい繊維産業のあり方」とい
う「提言」が提出され（2°），そこでは第1に消費者志向の明確化（衣生活の多様化・高級化・個
性化に対応すべく知識集約化し，高付加価値製品に重点を移す），第2に垂直的連携の強化（消
費者指向であるために，工程間分断・迂回的流通経路を改め，商品企画・技術開発に消費者情報
を反映できるよう生産・流通機能を結合する），第3にアパレル産業の重視（消費者近接のアパ
レル産業の充実強化が急務である），第4に転廃業の円滑化（「転換法」の助成措置等を生かした
繊維産業内での転換等を配慮する）等の施策が示された。この中で新たにアパレル産業との垂直
連携が強調された点は，衣類に代表される繊維製品輸入がこの時期に顕在化しており，繊維産業
全体への波及効果が考慮されたと考えられる。同時に，成熟化した衣類市場では多様化・高級化・
個性化に対応した製品供給体制構築が政策的にも推進される必要があると認識されるに至ったと
考えられる（21）。
　第2期の構造改善事業の実績について，1984年に刊行された『新しい時代の繊維産業ビジョ
ン　先進国型産業をめざして』（通産省生活産業局編）によると，1975～83年度の新繊維法に基
づく構造改善事業新規計画承認件数は103件（知識集約化75。施設共同化28），総事業費は722
億円だった。それに対して過剰設備廃棄実施に対する補助金・融資の総額が3600億円（織機・
紡機55万台廃棄）だったという（22）。支出額の大きさが政策の優先順位を単純に意味するもので
はないにしても，それが織物業者や転廃業者への手厚い支援策であったことは明らかである。
3．秩父織物産地における構造改善事業
1）　戦後秩父産地における織物業の展開
　秩父は，第2次大戦前より銘仙の産地として知られた日本有数の絹織物産地である。近世中期
に絹織物取引が始まり，近世末期まで白生地の平絹を産出していたが，幕末開港後生糸輸出が盛
んになると原糸不足となり，輸出不適の玉糸や周辺地域の屑糸を使用した太織生産へ移行し，そ
れが後に価格低廉・染色堅牢を特徴とした「秩父銘仙」として定着する（23）。第2次大戦後の秩
父織物は，先行研究によると「先染めの夜具地，座布団地，服裏地，袖裏地など，やや付加価値
の低い実用的織物生産を特色」としており，「高度成長期に夜具地・座布団地の広幅化と着尺地・
羽尺地生産・生地加工を行い品種の多様化をはかった。しかし，いっそう進展する秩父盆地の機
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械工業化によって機屋は減少し，産地規模は縮小し」たとされている（24）。秩父地方では，戦前
より織物業以外にセメント製造業や石灰工業の展開が見られたが，60年代における繊維産業の
停滞の一方で，光学機械製造業や機械工業の下請企業が増加してゆく（25）。それでも1967年段階
では織布業の主要絹人繊産地24中に含まれており（26），代表的絹織物産地であった。
　小稿が対象とする1960－70年代の秩父地方の織物業について上野和彦氏は，1970年現在で414
の機屋があり，夜具地・丹前地・座布団地・先染着尺を生産しており，約60．6億円の生産額が
あり，元機屋が賃織や関連業者を組織し，平均織機台数9台，平均従業員数4．2人，先染織物産
地であり，産地内で生産が完結する集積度の高い産地であり，特に捺染加工業が集中していたと
されている。1960年代以降機屋数や生産額が減少しているが，理由として「秩父織物産地の生
産品種が需要の変化に対応できなかったことが大きな原因」だとしている〔27）。
　上述したように1967年に特定繊維産業の構造改善事業が開始されると，いち早く対象地とさ
れ秩父織物商工組合を秩父織物構造改善商工組合と改称し，この組合を中心に改善事業に取り組
むことになる。秩父織物商工組合『昭和41年度事業報告書』によると，「近来企業の構造的弱体
化と海外における発展途上国の追い上げ，先進国における自衛体勢の整備等により今や重大な局
面を迎え，思い切った改善措置を講ぜねばならない時期に逢着した」。そこで，国の産地構造改
善構想具体化を「好機」として，1967年2月に当該商工組合は「産地構造改善に関する件」を
可決した。この地域の構造改善事業について，主として本組合の各年事業報告書』に依拠しなが
ら検討する。
2）　構造改善事業による産地の変貌
　まず秩父地方の繊維生産を図5により概観すると，広幅・小幅織物総額は1973年に80億円の
ピークに達し，その後は停滞しつつ1979年の76億円を境に急減している。広幅・小幅別では
60年代後半より広幅物が増加してくるものの，80年代前半までは7割以上を小幅物が占めてお
り，国内向け織物生産の根強さが窺われる。70－80年代前半では小幅物の2～3割を絹織物が占
めており，その大部分が銘仙であったことを勘案すると，伝統織物に対する志向が強かったこと
が分かる。しかし小幅物の内訳では座布団地が過半を占めており，人絹・スフの構成比が高かっ
た60－70年代前半も，合繊織物が素材のトップとなる70年代後半から80年代でも同様である。
ただし80年代に入ると転廃業のために急速に減退してゆく。素材別織物生産の動向を図6で確
認してみると，60年代後半まで人絹・スフ及び交織物，絹織物が大部分を占めている。しかし
60年代末より合成繊維が急速に増加して，1965年には全素材の1割程度にすぎなかったが70年
代末には6割台に達しており，新しい素材による新製品の生産が展開されはじめたことを窺わせ
る。秩父産地の主要織物となる小幅物の座布団地や広幅物のコタツ掛けなどは合繊織物であった。
しかし同時に，絹織物も増加しており，先ほどの小幅物の根強い生産動向を勘案すると，伝統的
織物生産が持続していることが窺える。しかし，絹・人絹・スフとも70年代後半より生産価額
が低下しているのみならず，合繊織物も80年代に入ると後退しており，この頃より織物生産に
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出所：各年秩父織物構造改善商工組合『事業報告書』の数値を使用。
　　　　　　　　　　　　図5　秩父織物の広幅・小幅別生産価額の推移
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出所：各年秩父織物構造改善商工組合「事業報告書』の数値を使用。
　　　　　　　　　　　　図6　秩父における素材別織物生産価額の推移
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大きな変動が生じていることが窺える。このような織物の製品構成は図7のとおりである。着尺
中には銘仙類が含まれており1970年代においても産地を代表する織物として比較的高い生産価
額を確保していた。製品類の材料となる小幅織物中の夜具地と座布団地は対照的な増減を見せて
いる。かつては産地の代表的製品の材料となった夜具地は，広幅物への転換を進めた他産地での
生産に押されながら，それらとの差別化ができないまま減退しているが，ギフト用品として需要
が伸びた座布カバーとなる座布団地は，かなり生産高を伸ばしており，内需対応型の産地だけに
消費者志向の製品作り如何に盛衰がかかっており，後に検討する市場志向の構造改善事業政策と
の関係を見ておく必要があろう。なお，広幅物の内訳としてはコタツ掛け，夜具地，服地，カー
テン地などが含まれており，この夜具地を小幅物のそれと合わせると，1969年の23．4億円ピー
クとして減少するものの，1974年までは15億円以上を保っており減少はそれ以降顕著となる。
　このような織物生産動向と繊維製品（既成寝具類・メリヤス・生地加工品）の生産状況を重ね
合わせたものが図8である。秩父織物構造改善商工組合の『事業報告』には70年以前の数値が
記載されてないので，60年代に繊維製品がどの程度の生産価額であったのかこのデータだけで
は不明であるが，事業報告の記載等によると，メリヤス製造は1940年代後半から，夜具地など
は戦前から生産されていた。生産価額においても，繊維製品は遅くとも1972年には織物生産価
額を凌駕し70年代後半には2倍以上の生産価額を示しており，秩父産地にとってもきわめて重
要な産業となっていたのである。メリヤス工業に関する事業報告中の記載事項を拾ってみると，
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出所：各年前掲『事業報告書』及び『産地振興対策事業報告書』（1984年）の数値を使用。
　　　　　　　　　　　　　図7　秩父織物の製品構成の推移
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出所；各年前掲『事業報告書』及び『産地振興対策事業報告書』の数値を使用。
　　　　　　　　　図8秩父における織物及び繊維製品生産価額の推移
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1965年度事業報告では，「経編メリヤス，緯編メリヤス及び附属縫製業共に創業建設の苦悩期か
らから脱し，技術，流通その他が安定し来り，産地多角化の一翼を担う」に至ったとあり，1967
年度報告では「編立，縫製両部門共軌道にのった」としている。また1965年度報告中には，新
製品開発のため夜具座布，夏向夜具座布，丹前等の部会を組織したこと，1969年度報告には売
れ行き良好な生地加工品の座布カバーや広幅インテリア生地加工製品の開発を勘案し，生地加工
製品生産者に組合員資格を与えたことや，寝装品部会結成等が記載されており，繊維製品加工・
製造業者と織物業者の一体化が進められている。
2）　構造改善事業による産地の変貌
　第1段階の構造改善事業は，①過剰設備の廃棄，②生産設備の近代化，③経営規模の適正化，
④企業の集団化を推進するものであったが，秩父産地での実態を検証しておこう。1974年に提
出された秩父織物構造改善商工組合の報告書綴「構造改善事業実績及び成果」（z8）によると（表1），
織機台数の半数以下への削減，自動織機等による43％台の自動化，企業・グループ数を半減さ
せながら平均織機台数12台を維持するなど，過剰設備の廃棄や設備近代化を進めながら名目上
であるにせよ生産金額では倍増を達成している。構造改善事業所要資金（表2）は総額約27億
円投入されており，取引関係改善（42％）とビルド資金（38％）に大部分の資金が投入されてい
る。ビルド資金中では織機購入に過半の資金が投入されており，関連資料（29）によると普通織機
（15） 　産地織物業に対する構造改善事業の歴史的役割
表1秩父産地における構造改善事業の目標と実績
15
区　　分 単　位　　　1966年度　　　目　標　　　　実　績　　　進捗率（％）
1．規　　　模
生　産　量 1000m3 18，686 16，501 13，232 80
生産金額 百万円 4，387 7，600 8，034 106
付加価値額 百万円 1，156 2，865 3，029 106
従業員1人当付加価値額 千円 423 1，976 2，337 118
輸　出　量 1000m3 一 一
輸出金額 百万円 一 一
2．労　働　力
従　業　員 人 3，919 1，450 1，296 89
物的生産性 千m3／人 5 11 10 91
従業員1人当り賃金 千円／年 240 712 783 110
3．設　　　備
織機台数
?
6，576 3，204 2，937 92
自動化率
?
0．5 43．4 44．5
4．産業構成
独立企業及びグループ数 『 401 209 199 95
平均織機台数
? 14 12 12 ±0
・自動化率は能力ベース。
・秩父織物構造改善商工組合「構造改善事業実績及び成果」（1974年）の数値を使用。
　　　　　　　　　表2　秩父産地における構造改善事業の所要資金実績総括表
所要資金額（千円） 進　捗　率 構　成　比
区　　　分 a　全体計画 b　67－73実績 b／a（％） b／合計（％）
織　機 631，369 544，449 86 20．2
織機付属装置 65，166 65，366 100 2．4
準備機 121，084 110，174 91 4．1
?????
その他の設備 48，927 49，212 87 1．8
共同施設等設備 175，495 175，315 99 6．5
共同施設等土地建物 18，825 88，825 100 3．3
小　　計 1，130，866 1．033β41 91 383
上乗せ廃棄資金 24，300 20，028 82 0．7
????????????????
転廃業者設備買取資金 0 0 0 0．0
集約化資金 4，000 4，000 100 0ユ
取引関係改善資金 516，700 1，145，628 222 42．4
商品設備開発資金 56，800 17，800 31 0．7
市場開拓資金 128，460 92，095 72 3．4
労務対策費 138，110 22，573 16 0．8
その他の事業費 134，640 134，140 100 5．0
計 2，133，076 2，470ユ05 116 91．5
準　　　備　　　金 45，235 41，385 91 1．5
組　合　経　　費 298，730 187，456 63 6．9
合　　　　計 2，477，041 2，698，946 109 100．0
・秩父織物構造改善商工組合「構造改善事業実績及び成果」（1974年）の数値を使用。
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163台（8，266万円）・自動織機102台（8，280万円）・超自動織機（＝シャットルレス，106台3
億7，900万円）が購入されており，1973年時点での全自動織機台数が160台（1966年時点では
10台），全超自動織機台数が123台（1966年時点ではゼロ）であったから，構造改善事業が自動
化に大きく貢献していたことが分かる。また織物の高級化に繋がるジャガード機（152台）・ド
ビー機（126台）もこの事業資金運用により購入されていた。またこのビルド資金は共同施設改
善にも約2億6，000万円が投入されており，表3に見られる1970～73年度開始事業のために設
　　　　　　　　　表3共同施設の設備状況（秩父織物構造改善商工組合製染工場）
事業内容 主　な　設　備 参加企業数 事業開始年度 備　　考
織物の整理仕上
乾燥機
｣燥機
ﾐ出機
ﾜ畳機
ｨ糸切断機
132
1968
P971
P972
P973
P973
　創業
P952年度
糸・布の染色
糊付け機
ｸ錬漂白機
｣燥機
芟ﾋ工事
ｩ動染色機
E水機
h収縮加工機
?F工場
ｩ動染色機
J返機
Aクリル用染色機
`ーズ用染色機
?F工場
108
1968
P971
P971
P971
P972
P972
P972
P972
P973
P973
P973
P973
P973
　創業
P950年度
同上施設共用 ボイラー 1968
糸の染色・糊付け
糊付け工場敷地
{イラー
ﾐ付け工場
ﾐ付け機（スラッシャー）
@　〃　　（ローラー）
@　〃　　（ローラー）
^搬設備
ﾐ付け機（スラッシャー）
ﾐ付け工場
ｮ経機（部分）
87
1969
P969
P970
P970
P970
P971
P971
P972
P972
P973
　創業
P962年度
織物の整理仕上 巾出機｣燥機 同　上
1952
P952 同　上
糸・布の染色
高圧染色機
≡@用染色機
E水機
同　上
1964
P965
P952
同　上
糸の整経・糊付
糊付け機
ｮ経機
ｻ取機
同　上
1960
P960
P960
同　上
・秩父織物構造改善商工組合「構造改善事業実績及び成果」（1974年）の数値を使用。
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置されたサイジング機や染色機等の購入資金となり，ポリエステルやアクリル等の合繊用の設備
も備えられていった。取引改善や市場開拓事業等への資金投入は1969年以降顕著となり，表4
に示された事業に投入された。取引改善については，産地組合による販売方法の合理化を目的と
していたようである。主としてグループ化と組合買継部の役割が注目されていたようであるが，
前記関連資料によると「産地取引機構改善の具体的研究が推進できた」とあり，この時期に取引
方法の改革が図られていたことを指摘している。表5は企業集約化状況を示したものだが，1966
年度末に14グループであったものが1973年度末には21グループになっており，任意組織では
あったがグループ化の点で前進が見られた。
　そしてこの時期に特に顕著な改善が見られたのは，構造改善商工組合の共同施設及び共同販売
部門＝買継部の事業であった。表3に示されているように，整理加工・染色加工・サイジング加
工の各工程に新たな機械を設置したことにより，表6に示されているように1972，3年度にはこ
表41967－73年秩父織物構造改善商工組合の構造改善その他事業実績
項　　目 事　　業　　内　　容 参加企業数 所要資金（千円） 構成比（％）
取引改善 販売方法の合理化 1，145，628 81．1
高級インテリヤ製品の試織・合繊糸 11，600 α8
使用の新規交織織物の試織
商品設備開発 紬織物の研究・試織 6，000 0．4
計 17，600 1．2
北海道宣伝会 16，400 1．2
東北北陸方面宣伝会 5，121 0．4
東京方面宣伝会 23，490 1．7
関西方面宣伝会 16，483 1．2
九州方面宣伝会 1，150 0．1
市場開拓 求評会 11，557 0．8
インテリヤ総合展 5，247 0．4
ポスター・パンフレット，新聞・雑誌宣伝 10，777 0．8
市場調査 1，870 0．1
計 92，095 6．5
集団求人 2，600 0．2
労働福祉 19，173 1．4
労務対策 労務講習会 800 0．1
計 22，573 1．6
組合員の資金繰資金を個別借入 46 75，130 5．3
織機買上残存業者分担金納入 1 10，000 0．7
臨時繊維産業特別対策に係る特別 18 49，510 3．5その他 措置実施要綱に基づき組合及び組合員の 0．0
個別貸しの斡旋
計 134，640 9．5
合　　計 1，412，536 100．0
・秩父織物構造改善商工組合「構造改善事業実績及び成果」（1974年）の数値を使用。
18 　　　『明治大学国際日本学研究』第2巻第1号
表5　秩父産地における構造改善事業の企業集約化実績
（18）
1966年度末 1973年度末
区　　　分
グループ数 企業数 織機台数 グループ数 企業数 織機台数
グループ その他 14 101 2，072 21 81 1，556
適性規模以上 65 2，475 14 553
独立企業 適正規模以下 322 2，029 207 828
計 387 4，504 221 1，381
合　　　計 14 488 6，576 21 302 2，937
・適正規模は広幅織機換算で24台以上とされていた。
・秩父織物構造改善商工組合「構造改善事業実績及び成果」（1974年）の数値を使用。
表6　秩父織物構造改善商工組合の事業の推移 （金額単位：百万円）
年度 組合員数 売上高 整理ﾁ工料
染色
ﾁ工料
サイジング
ﾁ工料 受取手形 手形割引 貸付金
短期
ﾘ入金 支払手形 割引手形 再割手形
長期
ﾘ入金
1965 303 64746 49 21 183 129 58 135 114 164104 5
1966 322 59443 56 26 198196 31 50181 158 187 22
1967 311 696 48 61 26 230 19026 216 176186 19
1968 311 764 59 63 34 336 20745 69 242 202 202 370
1969 301 884 58 63 32 410 385 67 238 186 231 280490
1970 264 982 66 75 33 547469 63 222 247 265 391 473
1971
1972 217 1211 87 101 47 723 447 43 89 424 344 437673
1973 197 1，313 99 167 75 792 700 76 113 489 391 669 809
1974 204 1，096 109 178 73818 923146 139445 311 846 846
1975 2031，265 127 228 83 841 1，490 129 111 456 4271，473 671
1976 202 1，195 128 226 93 983 1，739 496 410 713 3981，759 563
1977 202 1，193 114 210 61 761 1，381 406 479 443 4061，403 468
1978 2031，456 146 225 74 811 1，486 399 450 493 4941，490 415
1979 176 1，431 132 183 81 716 1，073 483 580 462 4771，113 350
1980 1591，380 123 129 89 660 96432 662489 456 995337
1981 142 2，528 117 171 72 1，032 886 388475 1，170 835 923548
・1971年の数値は不明。
・各年秩父織物構造改善商工組合r事業報告書』の数値を使用。
れらの利用が急増している。また買継部の売上高も1966～73年度でほぼ倍増しており，インフ
レの進行を勘案しても，全体的に共同事業が進展していたことが分かる。
　これに関しては，1970年には埼玉県商工部による産地診断がおこなわれ，「秩父産地診断勧告
書』（1971年）が作成されており，取引関係では買継商の機能や，組合の買継部のあり方，さら
には買継商の口銭に関する改善が指摘されていた。秩父における織物や繊維製品は，①機屋一買
継商一集散地問屋というチャネルと②機屋一組合買継部＋秩父織物販売会社⑳（通称“織販”）一
集散地問屋というチャネルが代表的なものであり，それ以外にも大手機屋一集散地問屋等が生ま
れてはいた。①の場合，「買継部は中小機屋の営業を安定化させる役割を多く背負い，積極的な
市場開拓等に手を出し難かったいきさつがある」ことから，「織販を中心として，積極的に新製
品企画・市場開拓の機能を営ませることが望まれる」とされていた（31）。各年の事業報告書によ
ると，1970年代前半のデータでは組合買継部の販売額は産地全体の15～20％であり（表6中の
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売上高），買継商経由が主流であった。座布団地，夜具地及び生地加工品産地として存続するた
めには，集散地問屋と連携した消費者志向の製品作り，新製品の供給が必要であり，そのために
は産地の買継商も機屋も，集散地問屋等とのグループ化・系列化を進めることが課題になってい
た（32）。
　また，取引方法の改善として問題になったのが，「一定口銭」である。ギフト商品セット販売
や他産地産生地購入・加工の拡大につれ，商品買取の比率が上昇するとともに，商品企画・市場
開拓機能が買継商に求あられるケースが生じたり，買継商の地方卸商化，買継商を経由しないケー
スも生じたようである。1974年度の事業報告書によると，「取引制度改正による買継口銭の撤廃
に順応すべく営業体制を整え，組合販売力増強と内容充実に全力を傾注」したとある。
　次に第2段階の構造改善事業を概観しておこう。この段階における構造改善事業は，上述した
ように貿易摩擦や繊維分野の急激な貿易構造の変化に直面して，設備近代化のみでは問題解決に
ならないとみて，繊維産業全体の知識集約化による競争力のある商品開発・高付加価値商品づく
りを基本線とする。そのためにアパレル産業・集散地問屋などの川下と連携しつつ市場を把握し，
顕在もしくは潜在のニーズに対応した商品開発を進め，販促活動を強化することが求められた。
そこで，ここでは秩父産地の繊維産業全体の動向を確認した上で，第1に設備近代化の進捗状況，
第2に秩父織物構造改善商工組合の商品開発への取り組みと川下との連携，第3にこの組合の金
融・買継・共同施設事業について分析しておく。
　まず産地の生産全体の動向は，図8で確認したように1970年代には織物生産価額を生地加工
製品・メリヤス製品・既成寝具類といった繊維製品の生産価額が凌駕している。資料が不完全な
ため凌駕する時期を確定できないが，生産動向から推定して1970年前後に凌駕したと考えられ
る。図8によると，繊維製品が織物と繊維製品の合計額の過半を占めるようになるのが1973年
であり，76年には60％，81年には73％を占めるようになっている。生地加工製品の主なものは
座布カバー，コタツ掛け，ピローケース，シーツカバー等であり，メリヤス製品のそれは編立生
地，下着類，レースカーテン生地，ニットシャツ等であった。既成寝具類を合わせて多くが完成
品であり，そのまま消費される製品である。産地内の織物にもこれらの原料となるものがあり，
産地自体が最終消費財産地へと変貌を遂げつつあったといえよう。ただし，メーカーブランドを
確立できるほどの生産力や技術力，資本力がなければ経営の維持は困難であり，中小零細資本で
構成されていた秩父産地の繊維業者は，多くの場合産地組合との連携や流通資本との連携等が不
可欠であったといえよう。
　さて設備近代化を織機構成から見ておこう。表7によると，1973年度に2，937台あった織機が
1983年度には1，126台に減少している（33）。その大部分が半木製もしくは普通織機であったが，超
自動・自動織機も1970年代後半の増加を考慮するとかなりの減少を示している。織機構成では
超自動織機の場合全体の8．4％と倍増しているが，自動織機は6．7％であり微増に留まっている。
しかも自動織機は台数で半減しており，順調に近代化が進んだとは考えられない。この間に組合
員数は197名から125名へと約4割減少しており，表8に見られるように比較的上層の工場も減
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表7　秩父における種類別織機台数の推移
（20）
超 自動 自　　動 普　　通 半　木 製
年度 合計
広幅 小幅 広幅力 並幅 小幅 広幅力 並幅 小幅 広幅 並幅 小幅 手・足踏
1972 82 2 90 46 8 468 291 14315 1，054 877 7 3，083
1973 1185 106 46 8 453 250 150 15 987 794 5 2，937
1974 120 5 106 56 8 443 244 136 15 975 774 5 2，887
1975 1365 108 56 8 419 197 150 15 915 717 6 2，732
1976 1495 91 56 8 409 173 141 15 852 656 5 2，560
1977 1455 63 56 8 284 144 141 15596 472 4 1，933
1978 1445 60 56 8 258 117 13215 509 448 4 1，756
1979 142 5 52 56 8 191 110 121 1 432 418 4 1，540
1980 104 5 52 56 8 177 112 117 1 390 402 5 1，429
1981 96 5 52 46 8 161 113 117 1 396 396 5 1，396
1982 92 3 22 46 18 150 106 901 347 313 5 1，193
1983 92 3 22 36 18 144 95 871 316 307 5 1，126
・各年秩父織物構造改善商工組合『事業報告書』の数値を使用。
表8　秩父における織機台数別工場数の推移（織布業）
年　度 5台以下 6～10 11～20 21～30 31～4041～50 51～ 計
1979 ll1 37 29 17 5 1 200
1980 103 34 27 12 4 2 182
1981 74 36 22 12 4 1 149
1982 72 33 23 13 3 1 145
1983 64 34 23 10 1 1 133
・秩父織物構造改善商工組合『産地振興対策事業報告書』1984年，57頁の数値を転載。
少していることから，1980年代に入る頃より秩父産地の織物業が織物業を中心とした従来の産
地構造では発展的展望を描きにくい状況であったといえよう。この間の動向を各年の事業報告書
で追うと，新構造改善臨時措置法の具体的実施要領の策定が1974年度末近くまで遅延したこと
や重点が知識集約化に置かれたこともあってか，超自動織機等の導入は自己資金によるものを含
めても1976年までで，それ以降は「設備の近代化は皆無」とされていた。従ってこの産地での
織物業の設備近代化はかなり限定的であったばかりか，80年代に入ると比較的上層からも転廃
業が生じる事態となったのである。
　次に商品開発への取り組みと川下との連携を見ておこう。新繊維法では異業種連携や垂直的連
携により知的集約化を進め，消費者ニーズにあった新商品や新技術の開発をおこなうことが重視
されており，そのための機関として「商品開発センター」を設けることを推進していた。1965
年度の秩父織物商工組合の事業報告書によると，秩父産地では，同年「8月新製品開発委員会を
組織すると共に各部会を強化再編成し，インテリヤ，着尺，夜具座布紋織，編物，夜具座布，夏
向夜具座布，丹前，変り撚糸織物の各部会とし，之を当委員会に糾合させ産地の懸案である新製
品の開発にむかい積極的な活動を開始した」とある。この段階で製品開発のための委員会組織が
設置されたものの，どの程度機能したのか定かでない。秩父織物構造改善商工組合に設置されて
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いた主要な部会・研究組織としては，夏夜具座布団部会（生産調整，価格安定，求評会開催等を
担当）・着尺部会・寝装品加工部会・寝装インテリア部会・秩父織物技術研究会（講演会，色見
本の配布，新製品の開発指導等を担当）・機業同盟会（会員の親睦，工場の安全衛生週間実施，
以前は労務対策・労務問題協議機関）・秩父織物青年部会（先進地視察，座談会，レクリエーショ
ン，産地一般行事への協力等を担当）等があり，そのほかに「メリヤス工業」（当該商品分野の
新製品の開発，新販路の開拓等を担当）についても各年事業報告書中では「各部会の事業」とし
て扱われていた。1976年7月，これらに加えて秩父織物商品開発室が「懸案であった新製品開
発の研究のための機関」として設置された。さっそく取りかかったのは，特許庁へ「版画板ぼか
し染め工法の実用新案登録出願」であり，それを羽尺，のれん，スカーフ，座布団地，Yシャ
ツ地，婦人服地，夜具地等に用いて製品化を準備していった。このほかにも，1977年にはギフ
ト商品として「産地の代表的地位」についたと評されるほど販売量を拡大していた生地加工製品
の製品開発も担っていた。1978年には，売上げを伸ばしていたアクリル製品の毛玉防止の研究
や，「活路開拓調査指導事業」を主導している。その後もクッション，デザインの研究，トータ
ルインテリアの研究，広幅夜具地，ほぐし模様紋織り試織（1979，80年度），さらには1981年
には伊藤万（株）とフランス人デザイナー，イーヴ・キュヴリエとの商標権使用契約のあるデザイ
ンを寝装品に起用し，伊藤万と業務提携して寝装品の国内製造販売，新製品試作なども推進して
いった。
　さて，秩父織物構造改善商工組合の事業は本部による金融・宣伝・指導啓蒙・福利厚生。各種
調査。製品検査・商品開発・構造改善，買継部による売買，さらに共同施設（整理・染色・サイ
ジング・倉庫等）による加工・保管事業等で構成されていた。ここでは販促及び金融事業，買継
部の販売事業と共同施設の事業を見ておく。
　まず販促事業であるが，毎年，東京・名古屋・京都・大阪で着物・織物の宣伝会を開催するほ
かに，5月には秋冬向け新作品競技大会（後に移動展示求評会），1月に夏夜具座布団地移動求評
会（後に春夏向け寝装品新作移動発表会）を開催し，それぞれ500点近い試作新製品を発表して
全国仕入商社に講評してもらっていた。それ以外にも北海道で宣伝会を開催し，市場確保に努め
ていたが，さらに1972年以降は12月の秩父夜祭協賛展示即売会，1973年以降には産地展示直
売センターを組合建物内に常設するなど，さまざまな工夫を試みていた。1980年には秩父織物
見本市を，地区内農協・生協，大手事業所並びに県内デパート，量販店を招き開催し好評を博し
ている。これら一連の販促活動は，消費者ニーズを直接把握できる機会であると同時に，集散地
問屋や商社との連携を強める機会にもなっていた。次に金融事業であるが，表6にみられるよう
にオイルショック時には借入金の増加傾向が見られるとともに，買継部による販売額が増加する
と受取手形や手形割引額が増加している。融資については中小企業振興事業団，中小企業金融公
庫，国民金融公庫，自治体等の各種金融機関の指導・斡旋を受けつつ組合員への円滑な資金供給
を支援している。買継部の売上高にオイルショックの影響が顕著に現れたのは1974～77年であ
る。事業報告書中では，この時期は「業界は全国的に不況色」と述べられている。ただし，この
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時期に新鋭織機によるアクリル製品の台頭も指摘されており，新たな製品の成長の可能性が示さ
れている。1979年には原油大幅値上げ，諸物価高騰のため販売高は前年並みだが，経費増が指
摘されている。1981年に売上高が倍増しているが，これは秩父最大の買継商であった秩父織物
販売（株）（＝織販）を吸収統合したためである。これは織販が従業員の離脱により経営危機に直
面したため，産地への影響を考慮して「小が大を飲み込んだ」結果だといわれている。1981年
度事業報告書には，「統合による新規有力得意先の増加もあって，販売金額は目標額を概ね達成
し，前期に倍増する結果となった」とある。共同施設事業については70年代前半までにほぼ必
要な施設を整えており，新規の設備は1976年の「蒸し工場」程度であった。構造改善事業の第1
段階に比べると比較的加工料が増加しており，一定の貢献を認めうる。しかし，図8で確認した
ように1978，9年をピークに織物及び繊維製品の生産価額は減少しており，共同施設事業にもそ
れは反映されている。産地全体の生産の後退は，機業戸数や自動織機台数の減少でも明らかであ
り，ここに川中の織物業のみでの産地存続の限界が示されていたといえよう。
小　　括
　秩父織物構造改善商工組合資料を基に，1960年代末から1980年代初頭におけるこの地域の構
造改善事業の分析を試みた。主な点を概括すると，まず第1に，スクラップ・アンド・ビルドに
より織物業の設備近代化を図り競争力を高めようとした点であるが，象徴的には自動織機・超自
動織機を導入してその実現を試みており，1966年時点で自動織機台数10台，超自動織機台数ゼ
ロは，第1段階終了時点の1973年でそれぞれ160台，123台と増加し，さらに第2段階終了時
点ではそれぞれ76台（ピーク時172台），95台（ピーク時154台）という推移を辿った。確か
に第1段階では飛躍的に整えられたが，第2段階終了時点ではむしろ大きく後退しており，この
近代化の試みは産地全体では不成功だったといわざるを得ないだろう。第2に，共同化・グルー
プ化による競争力強化については，第1段階において産地組合の共同施設増強や共同販売体制が
強化されている。またグループ化もある程度の進展が見られたが，例えば構造改善の対象とされ
た広幅織機24台以上の経営の増加には繋がらなかった。第3に，知識集約的な垂直連携による
市場志向的商品開発・企画力向上の点では，第2段階において産地組合に秩父織物商品開発室が
設置され，集散地卸商とも連携した商品作りも試みられている。しかし，産地全体に大きく貢献
するような商品開発センターの域には到達していない。
　しかし，大消費都市東京に比較的近かったために，2次加工品，最終商品としての繊維製品生
産に早い段階から従事する経営者がおり，1970年代以降生地加工業等への転換が進んだ。その
結果が1981年には織物及び繊維製品合計価額の7割以上を生地加工製品・メリヤス・既成寝具
類が占める状態に現れたのである。これらの製品は最終商品として消費者に購入されるため織物
一般よりも市場志向的であり，多くの場合集散地問屋の企画に従っている。その意味では従属的
連携によりこれらの生産が増加したのであって，安定的発展の見通しがあるものではない。事実，
（23） 産地織物業に対する構造改善事業の歴史的役割 23
織物生産が70年代前期にピークを迎えて漸減したのに対し，繊維製品類も70年代後期をピーク
に漸減傾向にある。しかも，産地としての継続性を検討する上で，1970年の織物工場数414（う
ち休業65）が，1983年には173（うち休業27）と約4割まで減少している状態は，繊維産業の
存続がきわめて厳しいことを物語っている㈹。
　埼玉県は1980年に『産地中小企業振興ビジョン』を作成し，秩父産地のあり方を「個々の企
業は専門化をめざし，産地として多品種かつ多様な商品を生産する繊維の総合産地となることが
必要」だとした。そのためには，秩父産地の代表的製品である着尺地・丹前地を「実用物」から
高級品としての「趣味の着物」へ特化させ，夜具地・座布団地等は，生地加工業者等と連携して
最終商品にして販売すべきこと，座布カバー，コタツ掛等のインテリア関連商品は異業種と連携
したデザイン開発をおこなうべきことを提案した。「繊維の総合産地」というこの提案は，個性
化・多様化・高級化という点で繊維産業が必要とする多様な分業関係の形成を前提としている。
構造改善事業の下では効率化と統合化が進められ，むしろ反対方向に向かわされたのではないか。
産地組合も多様な業種や人材をコーディネイトする機能を発揮すべきであったように思われる。
　ところで，産地における産業集積を検討する上では，地域にある広範な産業領域の検討と，技
術や資源を持ちつつ転廃業した企業群の生かされ方が重要と思われる。小稿では政策展開全過程
の検討が残されていると同時に，これらの検討も残されており今後の課題とする。
　付　記
　小稿の作成にあたって秩父織物商工組合理事長浅見武太郎氏より貴重な資料をお貸しいただくとともに，
さまざまなアドバイスを受けた。また埼玉県立文書館諸岡勝氏・原由美子氏にも史料収集において便宜を
お図りいただいた。記して謝意を表します。
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